整備計画に関する意見書

	１　整備計画の概要

	法人名
	社会福祉法人　○○○　※確定していない場合は（仮称)○○○と記載

	施設名
	△△△　※確定していない場合は（仮称)△△△と記載

	計画地
	○○市△△町一丁目１２３番４　※町名地番を記載

	計画内容
（施設種別）

（定員）等
	整備種別
	創設・増築・改築・改修の別を記入

	
	※当該整備計画の内容を下記の【例　示】にしたがって記載

【例　示】

・特別養護老人ﾎｰﾑ（ユニット型） （定員○○人／○ユニット）

・特別養護老人ﾎｰﾑ（従来型） （定員○○人）

・老人短期入所事業(併設ｼｮｰﾄ)（定員○○人）

・養護老人ホーム　　　　　　（定員○○人）

・介護専用型ケアハウス　　　（定員○○人）

	
	· その他区市町村交付金事業、補助対象外事業についても記入すること

	２　整備計画に対する意見等　※当該整備計画に対する意見を下記の視点で記載

	整備の必要性
	（創設・増築の場合）

①入所希望者数

　・把握していない場合は、高齢者人口の推移、入所者の推移、要介護

度別人口の状況など

②各区市町村の保健福祉計画、介護保険事業計画との整合

　・計画数値

　・計画地域におけるサービスの提供状況及び利用状況

　・第○期計画に盛り込む予定であるか

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　など

· 公募事業であればその旨も記入する

	
	（改築・改修の場合）

①経過年数、老朽度、利用者への影響等改築が必要な状況について

②当該区市町村における個室率等ユニット改修が必要な状況について

	
	（地域交流スペース・防災拠点型を整備する場合）

①防災拠点型を必要とする理由・状況など

②地域防災計画に位置づけられているか

	助成内容
	①助成内容の詳細

　・根拠となる条例、要綱等に基づく助成内容（建設費補助・用地費補助など）
など

	法人・施設の

適格性
	①役員構成【新設法人】

・役員構成基準、施設長の資格要件等の適合性

②社会福祉事業への理解と意欲【新設法人】

　・中心的役員（理事長予定者等）の考え方、知識、意欲

③資金計画

　・資金計画内訳（補助金、借入金、寄付など）の妥当性

　・借入金がある場合には償還計画の確実性

　　　※既存法人の場合は現在の負債状況、償還状況等も勘案して記載
　・居住費設定額の妥当性（近隣類似施設との比較）

④賃借料の妥当性（借地の場合）

・賃借料が極力低額といえるか

　・近隣の賃借料相場と比較して、その額を下回っているか

⑤関係法令の遵守

　・建築基準法（建ぺい・容積率など）、消防法、まちづくり条例等に定められた基準との適合性

・都条例等（居室の床面積、共同生活室の面積など）に定められた施設基準との適合性

など

	立地の妥当性
	①抵当権設定

・計画地における抵当権設定の有無

・抵当権が設定されている場合にはその抹消方法と確実性

②関係法令の遵守

　・計画地における開発規制、農地転用等に係る地域指定の有無

　・指定地域の場合には建築許可の確実性
③災害レッドゾーン等の該当状況
（１）都市計画法第33条第１項第８号により開発行為が禁止される区域の該当状況
□　該当しない
□　該当する  →  □ 災害危険区域　        □ 地すべり防止区域
                       □ 土砂災害特別警戒区域　□ 急傾斜地崩壊危険区域

（２）その他被害が想定される区域の該当状況
□　該当しない

□　該当する  →  □ 土砂災害警戒区域
□ 浸水想定区域（想定浸水深　　　　ｍ）
□ 浸水被害防止区域
                       □ その他（　　　　　　　　　　　　　）

　【安全確保や避難に係る対策に関する意見】
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　など

	３　ショートステイ等の充足状況に関する意見

	充足している
	
	充足していない
	
	

	※上欄について該当するものに○

充足している場合  →  計画地域におけるショートステイ等の充足状況を記載し、併設ショートステイを整備しないことができる。　
充足していない場合→　原則として整備により増加する特別養護老人ホームの定員の1割以上の併設ショートステイを整備すること。なお、併設ショートステイを整備しない場合は、特段の理由（※）を記載すること。
※今後単独ショートステイや小規模多機能型居宅介護等の整備予定があり、利用者の心身機能の維持や家族のレスパイト機能のあるサービスの充足が見込まれる等。

	４　併設施設

	併設加算の算定
	有 ・ 無
	併設施設の種類
	

	※併設加算の算定の有無について、いずれかに○

算定する場合→「併設施設の種類」欄に、加算対象となる施設の種別を記載すること

本欄には、併設施設の必要性、事業実施の確実性について記載すること

	５　意見欄

	※当該整備計画に対する区市町村の総括意見を記載すること


東京都知事　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和○○年○○月○○日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　○○○区（市町村）長　△△△△△公 印
必要な対策が講じられているかについて、区市町村の意見を記載してください。





該当する場合は補助協議を行うことはできません。


（都市計画上の規定に基づき開発が許可される場合を除く）





初回ヒアリングまでに提出すること。








